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はじめに 1

◼ 第88回本委員会において、第7次エネルギー基本計画や昨今の電力システムに関する環境変化等を踏まえ、第3
次広域系統長期方針の策定に向けた検討を開始することとした。

◼ 今回は、既設の地域間連系線の更新に向けた課題や検討事項を提示する。今後の整理に向けた論点や考慮事項
などを広くご議論いただきたい。

第88回広域系統整備委員会（2025年3月21日）資料1 一部加工



（参考）既設連系線の更新に向けた検討の必要性 2

第88回広域系統整備委員会（2025年3月21日）資料1



各地域間連系線の主な更新予定 3

◼ すでに広域系統整備計画を策定し増強を進めている連系線は5か所ある。さらに北海道本州間（日本海ルート）と
中国九州間は、広域系統整備計画の策定に向け、現在計画策定プロセスを進めている。

◼ 他方で、一部の既設連系線では経年や利用状況の変化による設備の劣化が進んでおり、設備の更新を実施する
可能性があることから、更新に向けた検討も進める必要がある。

北海道

東北

東京

北陸

中部

関西

四国

中国九州

計画策定プロセス中

関門連系線
電線62㎞（2028年度～）

計画策定プロセス中

北海道本州間（新々北本）
広域系統整備計画により建設中

北海道本州間（北本）
交直変換器

本四連系線
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2025年度供給計画提出資料から作成



連系線の更新に向けた論点 4

◼ 現行の広域系統長期方針では、既設連系線を同容量で更新していくことを前提とした増強方策を検討した。

◼ 2024年6月には中部関西間連系線の増強に係る広域系統整備計画を策定し、現在も北海道本州間および中国
九州間の連系線増強に係る検討を進めている。

◼ こうした中、地域間連系線に係る様々な更新工事も行われる。既設設備の更新に際し、必要な場合にはスリム化も
含めた全体最適の観点から更新の計画を検討し、設備容量等を見直すことが必要と考えられる。

◼ こうした合理的な設備形成を主な目的として、既設連系線の更新に係る論点の検討と整理を進める。

⚫ 今回の広域系統長期方針では、既設連系線を所与としており、既設連系線の同容量更新を前提とした将来的な系統増強の方策
を示したこととなるが、ここでは、設備更新時の具体的な設備形態を決めたものではない。

⚫ 例えば、今回の検討の中にもある中地域交流ループのようにBTB更新回避によりコスト低減を図ることのできるケースもあることから、既
設設備の更新要否も含めた系統増強の検討が必要である。

⚫ このため、今後、この長期展望に示す増強方策から整備計画を具体化していく中では、将来的な需要や電源の動向だけでなく、既設
連系線の更新計画や設備のスリム化など各エリアの特徴を踏まえた設備合理化等の検討状況も踏まえて検討し、費用対効果を考慮
しつつ、全体最適の観点から合理的、効率的な設備形成が求められる。

広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）（2023年3月29日）

論点 具体的な内容

① 検討対象と結果の示し方 様々な設備の更新に対してどのような設備を対象とし、どのように検討結果を示すか

② 必要性や容量の考え方 安定供給や広域的取引の便益を考慮してどのように合理的な設備形成とするか

③ 更新に係る費用負担 建設当時の考え方に基づく負担により維持してきたが今後はどのような負担とするか

④ 更新のプロセス・進め方 計画策定プロセスの対象とならない更新の場合にどのような更新プロセスとするか



（参考）第2次広域系統長期方針における既設連系線の取り扱い 5

第18回広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会（2022年6月23日） 資料1 一部加工



①検討対象と結果の示し方 6

◼ 電力系統は、交流では送電線や鉄塔の一部区間、直流では交直変換器といった設備等を部分的に更新していくこ
とが基本である。そのため、合理的な設備形成を目的として更新の計画を検討する対象を整理する必要がある。

◼ 部分的な設備更新のための検討は、検討量の増大や検討内容の複雑化が想定される。そのため、特に大規模な場
合として、例えば交流連系線では大部分の電線や鉄塔、直流連系線は変換器やケーブルを更新する場合には、関
連する設備も含めて対象として、更新の計画を検討することも一案として考えらえる。

◼ また、これらの更新に係る検討結果の示し方も整理する必要がある。

◼ 更新の都度検討することも考えられるが、より効率的に更新を進めるためには、既設連系線の更新の必要性等を全
国一括で検討し、第3次広域系統長期方針で示しておくことも考えられる。これにより、将来の更新の際に参照し、
必要な連系線の更新を進められるようになる。

部分的な更新が基本



（参考）現行の長期方針における既設設備の増強の検討 7

◼ 現行の長期方針でも、既設設備の増強は検討されている。
広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）（2023年3月29日）



（参考）託送料金審査上の扱い（設備更新投資の査定） 8

◼ 地域間連系線の設備更新は、CAPEXの更新投資に該当するため、個別査定の対象となる。

◼ 設備更新は高経年化ガイドラインに基づくリスク量を維持しながら投資量を確保していくこととされている。また、投資
の妥当性は、マスタープランに加えて電源や需要動向を参照することとされている。

託送料金制度（レベニューキャップ制度）中間とりまとめ 詳細参考資料（2021年11月24日）一部加工



（参考）託送料金審査上の扱い（投資目的・投資時期） 9

◼ 投資目的は、需要動向、想定潮流や費用便益評価等、投資時期はマスタープラン等を確認することとされている。

第24回料金制度専門会合（2022年11月4日）資料3 一部加工



（参考）託送料金審査上の扱い（投資量・投資額） 10

◼ 投資量は、マスタープランとの整合やリスク量を確認することとされている。

第24回料金制度専門会合（2022年11月4日）資料3 一部加工



②必要性や容量の考え方 11

◼ これまで地域間連系線は、各エリアにおけるセキュリティ面・アデカシー面の供給信頼度の確保、広域的取引の活性
化、効率的な電源開発といった効果を目的として整備されてきた。

◼ 昨今では、既設設備を所与として一定の供給信頼度が満たされた状態で、広域的取引の便益等によるさらなる社
会的な便益が得られることを確認し、広域系統整備計画等に基づいて設備の増強を進めている。

◼ 更新に際し、合理的な設備形成とするためには、必ずしも同容量の維持を前提とせずに連系線を更新する必要性
等を検討する方法を整理する必要がある。

◼ なお、各連系線の容量を改めて検討することで減容量となる可能性もあるが、エリア間を連系する重要な地域間連
系線の減容量や廃止を選択することは慎重に検討する必要がある。

◼ また、設備の都合により増強や減容量の選択肢がない場合や、将来的に各エリアの基幹系統等の更新に際しても同
様に検討が必要になる場合を念頭に置く必要がある。

既設設備
1ルート目

新設設備
2ルート目

供給信頼度の
確保などの効果

既設設備を前提とした連系線増強と設備の必要性・役割

広域的取引の
便益による増強

容量容量 Aエリア

Bエリア



セキュリティの供給信頼度の確保効果 アデカシーの供給信頼度の確保効果 社会便益

②必要性や容量の考え方（既設設備の必要性・役割検討の一案） 12

◼ 既設連系線は連系するエリア等の供給信頼度の確保を担っている。

◼ その効果として、エリア内で電源または系統の事故が発生した場合の系統安定化に寄与するセキュリティ面の効果や、
エリア間の供給力を融通することによるアデカシー面の効果が考えられる。

◼ より合理的な設備形成の検討方法として、更新の断面で現状の供給信頼度を維持できるようにこれらの効果を改め
て算出し、既設設備の必要性や役割を検討することも考えられる。

◼ 他方で、全国の連系線それぞれの効果を求めることが難しい可能性もあり、一般送配電事業者と連携し、個別の
連系線の更新に向けてさらなる検討を進める。

安定化制御
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最大

セキュリティ面で
必要な容量

連系線
必要容量

安定化制御による
削減効果

エリア内
供給力kW

アデカシー面で
必要な容量

既設設備
（1ルート目）

一定の条件においてエリアの供給力を
満たすための連系線必要量

広域取引
便益分

広域的取引等の社会便益を
勘案した容量

供給信頼度
確保分

現行の安定化制御（負荷制限・電源制
限等）を前提とした場合の連系線必要量

供給信頼度の
確保など

エリア
必要供給力

連系線考慮



(1) 送電線全体の更新 (2) 部分的な更新 (3) 別ルートの増強中・検討中の更新

• 合理的かつ効率的な設備形成として、連
系線の必要性をどのように評価するか。

• どういった規模の更新時に必要性の検討を
実施すべきか、どのように評価すべきか。

• 増強が必要とされる区間において、既設連
系線をどのように評価するか。

• 増強中や検討中のルートとどのような関係
とするか。

②必要性や容量の考え方（連系線の状況として想定されるケース） 13

◼ 全国の地域間連系線は様々なケースが想定される。

◼ こうした状況に応じて、全国の地域間連系線の合理的な設備形成を進めるため、更新の基本的な考え方を整理す
る必要がある。

2ルート目

1ルート目（中長期的に全体が更新対象）

2ルート目

1ルート目（中長期的に一部が更新対象）

2ルート目（増強中）

1ルート目（更新対象）

更新検討時の状況として考えられるケース

連系線の特徴として考えられるケース

(a)交流のみで連系しているケース (b)交流と直流で連系しているケース (c)直流のみで連系しているケース

• 交流であれば基本的に電気的な役割は
同一となる。

• それぞれの連系線をどのように評価し役割
を当てはめるか。

• 交流と直流では、設備や運用上の性質が
大きく異なる。

• 優先とする連系線を決めて、役割を当ては
めるか。

• 直流同士は似た特徴を持つが、容量や能
力によって若干特徴が異なる場合がある。

• それぞれの連系線をどのように評価し役割
を当てはめるか。



（参考）FCの増強時における信頼度の観点の検討（アデカシー面） 14

◼ 現在増強工事を進めているFCの場合は、供給力確保の観点から必要な容量を検討した。
第9回電力需給検証小委員会（2015年4月3日）資料6

中部 東京

•新佐久間FC・東清水FC
広域系統整備計画
（2016/6策定）
により増強工事中



（参考）新々北本の増強時における信頼度の観点の検討 15

◼ 現在増強工事を進めている新々北本の検討では、アデカシーとセキュリティの観点から増強の必要性を検討した。

北海道

東北

•新々北本
広域系統整備計画
（2021/4策定）
により増強工事中

第6回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019年4月26日）資料3



（参考）新々北本の増強時における信頼度の観点の検討（アデカシー面） 16

◼ エリアの供給力の確保に対する連系線の効果を評価した。
第6回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019年4月26日）資料3



（参考）新々北本の増強時における信頼度の観点の検討（セキュリティ面） 17

◼ 大規模発電所の脱落による周波数変動に対する連系線の効果を評価した。
第6回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019年4月26日）資料3



③更新に係る費用負担 18

◼ 広域系統整備計画に基づいて進めている連系線の増強は、法令の規定に基づく全国調整スキームの適用により、9
エリアの一般負担や各交付金により費用を負担している。

◼ それ以前は、全国に裨益する効果を勘案して全国負担とした設備もあるが、建設時点の状況に基づいて特定エリア
の負担とした設備や、発送一貫体制における特定の電源開発を目的として特定エリアの負担とした設備も存在する。

◼ また、建設後の維持・更新の費用は建設時の費用負担により負担している場合が一般的である。

◼ 今後改めて地域間連系線の容量や必要性（役割）を検討することで、受益や費用負担を見直すことも考えられる
ことから、地域間連系線の受益および費用負担の考え方を整理する必要がある。

◼ 設備所有者による更新や設備維持が着実に行われるような費用負担の考え方について、国等とも連携し検討を進
める。

脱炭素化社会に向けた電力レジリエンス小委員会 中間整理（2019年8月20日）一部抜粋

Cエリア

Bエリア

Aエリア

工事費
Cエリア

Bエリア

Aエリア

更新
費用

更新
費用

これまで建設当時の負担による更新が一般的 今後は更新に際し見直すか



（参考）従来の連系線の費用負担に関する議論（受益者） 19

◼ 既設連系線の受益とそれに応じた負担方法を検討する必要がある。
第6回制度設計ワーキンググループ（2014年6月23日）資料5-3



（参考）従来の連系線の費用負担に関する議論（負担比率の考え方と協議） 20

◼ 受益を勘案しながら複数エリアで折半している場合もある。
第6回制度設計ワーキンググループ（2014年6月23日）資料5-3



④更新に係る検討プロセス 21

◼ 地域間連系線を新設する場合には、本委員会で議論しながら、実施案や事業実施主体の募集等を行う計画策定
プロセスを実施しており、中立機関である広域機関や本委員会の評価を反映した整備を進めることができる。

◼ 既設設備の増強や更新の場合は、地権者等の関係や既設設備の状況を熟知していることによる整備の円滑化の
観点から、既設設備の所有者等が実施することに一定の合理性があると考えられる。

◼ そのため現在の計画策定プロセスでは、設備の新設にあたり一部の既設設備が増強となる場合に、事業実施主体を
募集することなく既設設備の事業者による増強が進められている。

◼ 地域間連系線を更新する際に、広域系統整備計画の策定や全国調整スキームの適用に至らない場合には、本委
員会の議論を経ずに既設設備の事業者が順次更新を進めていくことが合理的と考えられる。今後のこのような更新
に際して踏まえるべきプロセスを整理する必要がある。
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（参考）広域機関の設立に向けた計画策定プロセスに関する議論 22

◼ 既設設備の増強時は、一定の合理性を踏まえて所有する既存事業者が進めている。
第6回制度設計ワーキンググループ（2014年6月23日）資料5-3



今後の進め方 23

◼ 2024年度末に提出された供給計画等を踏まえ、既に北本直流幹線や、四国エリアと本州を連系する本四連系線
や紀伊水道の阿南紀北直流幹線の大規模な更新に関する検討を開始しており、工事の発注等に向けて、適宜更
新の詳細を決定していく必要がある。

◼ そのため今後の本委員会では、今回提示した論点の検討を進めながら、更新の判断が必要な各連系線の検討を
進めることとし、それらを具体例としながら、第3次広域系統長期方針に向けて今後の既設連系線の更新のあるべき
姿を整理していく。

2025年度 2026年度

第3次広域系統長期方針に
向けた検討

③既設連系線の
更新に向けた検討

今回

①広域系統整備に関する長期展望のレビュー

②高経年化設備更新ガイドラインのバージョンアップ

④同時市場を見据えた基幹系統及びローカル系統の混雑処理に関する検討

適宜、一部連系線の更新の決定
（具体例による連系線更新のあるべき姿の検討）

取りまとめに反映

•更新容量、時期
•受益の考え方 など


